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渡 辺 昭 雄 (富士通佛 )

■ MISの 定義
マネジメント・インフォメーション・システム,略 してMISは,っぎのように定義されて/る .

「MISとは経営における計画,執行,統制の機能を援助するための必要な情報をタイ・ムリー
に提供することを目的として,特別に設計された報告体系である。」(J:W.コ パリジカ)

「 M I SIt計 画実施および統制のためのマネジメントの決定を支持するために, デ ータ

の記録や修正を行なう一つの,コ ミュニケ~シ ョンのプロセスである。MISは データの集積し,
処理し,貯蔵し,そ して組織内の関係のある人に伝達する役割を持つ.それによって,データ

は情報となる。したがって,MISの 設計においては,多 くの管理者の情報要求を満足させる
ために,共通の デ ータの利用をできるだけ可能にするよう努力十ることが重要である.」

(A,MFク ドノー ,L.J.ガ ーレツト)

「M I SItマ ネジメントの意思決定にとって適切であると
tt客
観的 "に判断される情報を,

組織的に収集,加工,蓄積し,マネジメントの要求に,i転
:し

てこれらの情報を提供する機能を果

すべくつくられた,人間および機械の公式の組織である。」      (宮  月1 公 男` )
、 t― 社木)

「もし, 3つの要素のすべてが,つ ま:)第一はエレクトロニッタ・データ
]:プ
ロセシング,

第二が統合されたデータ 0プ ロセシッング,第三は経営管理のための計画と統制に必要な情報

を秩序正しく,敏速に準備をすることの, この 3つが備わっているならば,そ こにりっばな
MISが存在するということができる。」             (T.D.ギ ャラガー)

.01る 。年

「所要の情報を供給するMISを 立案する場合,その基準となるのはつぎの諸点である。
{1)計画と統制を容易にするものであること, また経営の行動に影響を及ぼす内外の要因を

包括的にトップマネジメントに理解させるものであること.

(2)職能責任の遂行度を測定できるようなものであると同時に,綜合的な性質を持つ全社的
な運営成績をトップキネジメントが全般的に眺められるようにするものであること.'

{3)すべての管理分野でダイナミックな業務管理を行なうに必要とされ,かっ,全体として
の組織にとって利益のある, もしくな望ましい情報を残らず提供するものであること.

(4)進んだ科学的管理手法を今後も開発道用して行くのにどうしても必要な倍報を生み出す

ものであること.
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(5) ダイ
すドィ
ク
年
11質ちもち,経営をとり巻く社会・督済的政治的環境の推移に応じて変

化して行くものであること.」 (No J。 リーム )

このような,各人各様のMISの 定義に共通するところは つぎのとおりである

{1)経営を構成する各階層に対して,戦略

.計画,マ ネジメント・コン
'ト
ロール,オ

ペレーショナル・コントロールなどとい

う層別のサービスを施すものである。

(第 1回 )

〔ナプシステム〕

―一一 一戦 田各言十画 シ
`ス
テム て戦略 )

----:s*, l/l'a:/l-a-ru
システム(戦術 )

―ショナル・コントロー
ル 0システム(11'ヽ闘 )

(2)ナービスとは タイムリーに情報を収    第 1図 マネジメント・ピラミッドと

,1集 し,加工し,蓄積|し,保管よ 提供す       ナプシステム

ることである.   。 「

(3)そ iれは マン・マシン・シ軟テムである。

|-1 1 1`

2 MISの 認 識の歴史 的・背・景

MISそ のものあるいはMISの 重要性が,経営にたずさわる一般の人たちの間に認 :l戦 され

はじめたのは, 1'967年の秋に,訪米LI I S使節団が米国における経営とデータ処理段械との

関係を祝察してきて:鴫 われ まぼろしのMISを 見つけたり "と いうり十諸国報告会を,全国主

要都市で行って以来のことである.

もっとも, 1967年のそれ以前にも,経営とデータ処理機械との問題に関連して,こ んにち

いうところのMISの 重要性について,い ろいろ説かれていたものであるハ 残念ながら,経
営にたずさわる一般の人たちには,た とえそれが伝えられたとしてもその説かれた内容が額面

どおり理解されなかったのである。

ここで, なぜ理解されなかったか, という理由を考えることは,大変意義深いものがある. :

なぜなら,つ ぎに記すそれらの理由は, ことごとく, これからMISを 推進して行く上の,要

注意事項となるからである.

(1)多 くの場合,それらの主張は,コ ンピュータ要員からなされていたから.

企業体において, コン ピュータ 畑に育らた人たちと,経営実務を担当する側の人たち

の間には,根強い不信感が存在する場合が多かった。したがって,コ ンピュータ要員ある

いは専門家がどのようなことを説こうと,は じめから聞く耳を持たないという風潮が,実

務担当者,あるいは彼等の管理者の階層にあった。その上,わが国の コン ピュータ専門

家の意見に耳を貸してやろうという考えを持つほと かってコンピュータの“味 "を しめ

た経験のある経営者も少なかった。

(2)それらの主張は コンピュ~夕 側から見た一方的な主張であったから.

管 理 者

実 務 担 当 者



A-3

オンラインとかリアルタイムとか, タイ云シ三アウングとかいつた専門用語による一方

的な主張が多く,経営の実務家にはおよそ理解しかねる文章と内容である場合がほとんど

であった。     lf
'1、: 
′■・ :′

1 11.・
'、

.■  :、       1
デーク処理機械を導入して相当の経験を持った各企業体の経営者ム 自分のところのデ

ータ処理機1成をどのように使用しているか ,の概要を正確に理解するようになったのは,

つい,最近のことであるが, 自社のトップすら理解できない|:i廿が多かった0そある。

(3)デ ータ処理に関することは, データ処理屋にまかせておけばよし`と考えていたから.

事務とか経営とかいった分野でのコンピュ
~夕 の使われかた嵐 クロニ女ド・ショップ

式なのが,従来の一般の形であった。したがって, ことコンピュータに直接・問接関係の

あることは,自分たち実務屋の知ったことではない,と 考えるのが普通そあった.

{4)データ処理装置の偉力がそんなにすばらしいものだとは思ってもいなかったから0

データ処理装置が便利な道具であることぐらいはわかっていたが,自分たちの存在をあ

:や うくして,し まうほどのものであるとは知らなかったので,期待感も切実感がなかった:

(l,ι フ.′゛

ところが, 1967年の訪米
)              i: |: _ヽ i、

1

MIS使 節団の団員は,団長が奥村綱雄 (野村証券会長 ), 副団

長が井深大 (ノ 阜一社長 )と 上枝一雄 (三和銀行頭取 ),団員が植村甲午郎 (経団連副会長 ),

五島昇 (東急社長 ),鍋島綱利 (住友電工社長 ),平井富三郎 (八幡製鉄副社長 )の各氏ら
,L■    :

12名 と,いずれも日本の経済界を リー ドする立場にある方た ちばかりで,データ処理の専門

家は1人 も入っていなかった。                        
・ ・

その使節団が, かの地で, まぼろしのMISを見てきたというので,は じめてMISの認識
を新た′l■ したというわけである。

企業内でのデータ処翠機械は,普通,つ どのような段階的発展過程をとるといわれている。

a。 部分的業務の事後処理………給与計算,経理事務,統計業務,各種受払業務など

h 総合化による事後処理"¨……生産管理,在庫管理,原価計算など
c.定常的判断業務の機械化……受注一在庫一生産―販売システムの一貫処理など

d.非定常的意思決定の標準化…新製品開発計画,設備投資計画,販売戦略決定など
(わ
が国の企業体の約90%は, この a→ b→ C→ d の発展過程をとると報告されている。

データ処理推進部門の実力が,全社的な■栞ジタント改革のための推進母体となるには非力で

あったにもかかわらず,。一貫してクローズ ド・ショップ制の運用方式を採用してきたために,

aからbへの発展ぐらいまでは,なんとかや って来れたが, cさ らに dへの発展の段階で足踏

みをしをしヽた,というのが実状であった。  し→このリイ`へつ41た。」ぬ知Lib句づ41■デリ t`■0爆に。

それが,MISプームのおかげで, トップみずからもこの重要な問題に関心を払いだしたし,
またデータ処理の専門家も,おのれ1人の力ではとてもC, dへの発展は不可能であることを
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思い知って,マネジメントの分野や OR,IE,SEな どの管理技法の分野の専門家と協力し

て,現代の経営に挑戦しようとの決意を新たにしたわけである。

MIS
3 MISの 体 系とその 内容

MISは , いろいろな機能を持った複合
システムである。まず,MISを 構成する

技術的な要素として考えられているものに

は,つぎのようなものがある。

(ヽ第 2回 目の例 )

科学的管理システム テーラー以来の,
科学的管理法に基礎をおく経営管理システ

ム
・
α)こ と  七あ,Lり 1ヽたうL・ ■1イおうた

データ処理システム コンピュータと,
データ収集装置と,データ通信回線の総称

管理技法 ORや SE, EEな どの数理

計画法や,意思決定理論など

(第 3回の例 )
1経
営システム

コンピュータ。システム コンピュータ

の本体は同時併行処理のできる大型コィピ

ュータであること。また,各種のデータを

異った目的に応じて反復使用できる共通フ

ァイルを持つこと.そ して,遠隔地にいる

多数の管理者が共同で利用できるタイ.ム ・

シェアリング・システムであること.

コミュニケーション・システム

管理技法

経営システ

第 3図 MISの 構劇 2)

科学的管理
シスア ム

データ処理システム

第 2図  MISの 構成 (1)

ガ眈〕亀シス▼ヘ
マネ、‐ノントコント>ヽ。し〕λ▼h

lへ
°し―預7じ コヽ′)● _)し レ́ステЦ

。っぎに,MISの 内容について考えてみる。ィト言く、―ド大学のアンソニー教授らは,MIS
はつぎの 3つのサプシステムから構成されるとしている。

(1)オペレーショナル・コントロール・システム

特定のタスタが効果的かつ能率的に遂行されることを確保するシステムである。たとえは,

銀行における,各種預金記録の記帳業務・ 生命保険業における保険料調定業務, あるいはメー

カーの工場における材料や部品の払出業務などを実施するシステムがこれである。

.:(2)マ ネジメント 11コ ントロール・システム

管理・監督者ハ 企業の目的達成のために資源を効果的かつ能率的に取得し,使用すること

コンピュータ
シスアム

i z-=f --z
ョン・シスアム
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を確保するシステムである。たとえば,継続生産を行なうメーカーの場合でいえば,生産計画
が決定されてから,その計画を達成するために必要な作業指示を,生産 0購買・販売 。人事な
どの各部門ごとに発するシステムなどが考えられる。

(3)経営戦略システム

企業目的の設定やその変更,その達成のための具体的方式など,経営上の大方針を決定する
システムである。たとえば,あ る製品の製造法を,技術導入すべきか否か, 否の場合は代替案
の中でどれを選択するかを決定するシステムがこれである。

企業体のトップマネジメントが, そのうちのどれから実施することを要請されるかはその企

業の業種およびそこにおけるMISの 推進の程度キごよって異なるので,い ちがいには決められ
ない°         1‐

1 :       ・        1     7,:  :

MISを構成する技術的な要素と, ごれらの経営システムの内容とをどのよう1に組合わせて,
トップの要請にうまk答えられる体制を作ることがI MIS推進めサラLッ クになるわけであ
"                         ・::ll、 :i              t .:`|
イ:〕 .                                                                              ` ′  ′ :

4 MIsの 実施例              ′  ′

(1'|オ |ペ レーショナルMISの例―               ・   :′

をの企
:業
が体質的にオペレーシヨナル・コントロニル中心に活動を続けていると:き r・そこで

のiMl SIは ,当然のこととして, ォペレーッョナル・コントロールの自動化を指向して准めら
れるであろう.そのようなMISを, オペレーゾ喜デルMISと呼ぶことにしよう.
オペレーショナルMISに おいては,
a.駐

|々 ,刻 発々生する情報をオンライン処理する場合が多いこ。と

b.情報の内容が,企業内部の限 られた情報であること
c.個別の具体的な情報であること

d。 定型的な処理ルールで処理 され,その一部は自動化されること
o.処理されだ情報はある目的に添って累積されること
といった性格を持っていることが多い, とされているが, このオペレーショナルlM I Sの典形

.、 |: il   :   :              :

的な実施例は,ア メリカン・エアラインズ社の場合であろう。

AA社のMISャム 1954年 から
10年間にわたl)IBM社 と共同開発し

した座席予約のSABERシ ステムをベー

ースに,経営計画,日 常の意思決定,

刻 々のコントロールの各段階における

マネジメントに必要な基本的な情報を

タイムリーに収集,処理,報告できる

メ セーージ

第5図 AA社の日常的管理業務あチプシステ■

口貝

タ

*X * l,+ur.
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ことを目標に進められている。       `
AA社の端末装置

‐
(窓 口装置 )は約1,400合 おり,こ |れを2台の I BM360/65に 結んで

いるが,座席予約および到着・出発便の照会などは,すべてこれらの端末装置から行なわれる.

旅客統計とか搭乗員の勤務予定など他のデータも,可能な限り短い管理ナイクルでデータ処

理装置|ビ投入され,それそれのシァイルに記録・蓄積される。

このようにして把握き
'tた

個 の々具体的情報をもとにして,次期の運行ダイヤの改正,新規

機械の手当て,人員計画などを自動的に作成している.

(2):マ ネジェリアルMIS一 NHKの TOPICS
Iで はつぎに,マ ネジメント・コントロール・シス

ゎが国における典形的なこの実施例は, NHKの

テムを指向するMISに ついて見てみよう。

TOPICS(Tota1 0n― line

n

PrOgralm and lnfor】mation Control System)で あろう.

NHK― TOPICSに づいては,情報処理の 1967年 11月 号に, 詳細の報告がされてい

るが, その概要は,つぎのとおりである.

NHKは , 1968年 8月 から大巾な組織変更

を行った.それによると,番組を企画し制作す

るための, 3つの組織群が考えられている。

(第 4図 1)

① 番組編成 企画 制″言,送出などのコン

ピュータを使って全面的なコントロールを

行なう番組総括センター。これは,い うな

れば,飛行物の管制室のような機能をもつ

と考えてよい。

② 個 の々番組を企画し,実際に制作を進め
るディレクターおよびそのアシスタントを

含めた番組ごとの責任をとる番組群.

③
‐ァ与リンナー, カメラマン, ミキナー,

術を持つ制作群.

第4図  3つの職群

まず,番組総括センタ=ll,国民が一日のうち何時ごろ: どのような牛嬌声しているかを調

査し, それに聴祝者の意向なども合わせて,「 どのような番組を」「ど,|`,な聴視者に」 i

「 1日 の放送時間のうち何時頃, どのくらいの暴さで提供すれげよい|か」なく,編成の基本に

なる
製作甲憚

を作る|こ あ:番組の予算規
琴
,時間稀などを明確にしたこの制作目標を頼り.に ,

番組ディレタターが, この目標に沿った番組企画を行なう.そ して番組総括センタ可と打合せ

をしながら,た とえば「竜馬がゆ k」 の上方年分,「生活の知恵」などという単位番組の企画

を作る。これが決まると, コンピュータに単位番組プロジェクトとして登録される。

番

組

総

括

セ

ン
タ

ー

ri  l

1番亜豆1

1蕃蘊百1

藩百コ

大道具,小道具係などそれぞれ専門の知識・技

機能方 の

由

日

」

コ
「
ｄ
『
Ｊ

一
カ
γ

´
同

　

一

回
酸
ＩＡ
一
番組総括センタ~



1 '‐1 ・ :｀                      A-7

さて,番組ディンクターIム 個 の々 1回 1回の番組のスケジュールを作り,所要時間やコス

トを見積ったうえでそれらをコンピュータにインブットする.すると, コィピュータ鷹 その

所要時間が, あらかじめ登録されてある「指定制作日数」以内かどうか,所要人員,資材・ 施

設の規模, さらに予算のワクの内におさまっているかどうかなど判断したうえで, ワ,ク内なら
[́・  ′i:

自動的に許可を与えるしら もしワタを超えているときには,人間の判断を仰ぐべく信号を出す.

そのときは,番組総括センターと番組ディレクターとの話合いで解決するという.

: これらの仕事は 主に, ライトベン付きのディスプレイ装置から行なわれるが,制作群の人

たちに対する作業指示は,制作担当部門ごとにまとめて,・ 日付.作響
1写

|テ
, ターミォ,ィィ

・
ィ
リ

ンターからプリントするように考えている.

なお,これらの処理により各ファイルに蓄積された情報を利用し,プ ロセス・コントロール

用のコンピュータ~を介して番組送出及び制作にャ要な
ビデオ・レコーダ:フ ィャ台

・
、
プFジ

ェクタなどの自動運転,ス タジオおよび回線の接続交換,放送系統の切替えを制御している.

(3)経営戦略計画 MISの 例―米国国防省におけるPPBS

MISの 実例としては,内外にいくつかの実例41発表 されているが,そ争ャi)11,■ 1オ
ペ

レーショナルMISか :マ ネジェリアルMISの いずれかであって,経営戦略的活用を指向す

るMISの事例は非常に数少なし`.
その理由の最大のもの|=M IISは まだ発展過程にあり, まだそこの段階ま,で達していない

ということであるが,そのほかに,たとえ,経営:1我略計画の決定を指向したMISの確立に成
功したとしても,経営戦略上,それを軽々しく発表はできない。という理由があることも見逃

せない。    i
それらの中で,国防省にあって,マ クナマラ長官の指示で実施されたPPBS(Planning
Programing and'Buaを eting System)三 軍別計画―任務別計画―予算編成方
式だけは,終始ガラス張りで運用され,そ してシステムとして完成後は,それに関する詳細の

報告も数多く発表されている。

ケネディー◆マタナマラ。ヒッチが登場する以前の:つまり1960年 までの国防省の予算編

成は,国防省として取れた予算総額を, まず陸 0海・空の3軍で22%。 29%・ 47%の比
率に分配し,ついで,各州に落ちる額の比率は国会議員たルの裏面工作で決められていたので,

各州の軍需工場に分配される額が決った.自防上,い ちばん問題とされるべき,どのプロジェク

トにはいろいるの予算を配分しなければならなttふといぅことは,実は,予算配分の結果とし

て,はじめて明らかにされるという,奇妙なことになっていたのである.

PPBSは ,つ ぎの4つのサプ・システムから成っている。         1、 (  1
a 準備段階………まず,国防長官として,や らねばならないと確信している主要任務を整
理する1:マ タナマラ長官自身についていえば,つ ぎの 9つを主要任務と考えた.同時に

重要施策かそうでないかを,百分比でウエイトづけしておく。
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① 戦略報復部隊 (12%)     ② 米大陸防衛部隊(18%)     ,
③ 一般目的兵力(6%)      ④ 空海輸送部隊 (7%)      :: :
⑤ 予備役および州兵部隊 (10%) ⑥ 研究開発(22%)   ( ,
⑦ 一般支援 (12%)       ③ 退役給付 (8%)       。̀i

③ 軍事援助(5%)
h 第■ステップ………三軍別計画 (プ ランニング)陸 。海・空の各軍から,たとえ重復し
てもよいから

tt対
戦道ミナイルのナイキ・ゼウスの開発計画 "と いうような国防に関す

るすべての具体的なプログラム要素を提出させる: このとき, 5カ 年間の予算費目別の

費用と,その効果を報告する。

o 第 2ス テップ………任務別計画(プ ログラミング)第 1ス テップで申請されてきたプ
ログラム要素を,主要任務別に割りつける.つ ぎに,各任務別に,各プログラム要素の

年度別の費用に対する効果の比という観点からみて優先順位をつける.

こ 第 5ス テップ………予算総額が決まると, a。 で決めたウエイトに応じて主要任務別に
配分する.そして,各任務別の配分額を,優先順位に応じて各プログラム要素に配分す

る.最後に,細かく配分された予算を,三軍別・予算il議 目別に集計すると, そこで|は じ

めて,三軍別の予算配分額がでてくるわげである。

このPPBSにおいては,特に目新しい数学的手法など使っているわけではなし、 ただ,各
省の各部門で,単純なデータ処理のために, '50台以上のコンピュータが使用されているこ
とと, メッセージ伝送とデータ伝道とを兼ねた通信衛星を, 18個宇宙に浮遊させているだけ
であるが, PPBS,つ ぎのような利益を持たらしたと;:ビ ッチは述べている。  1

“

)国防長官とその文武双方の主たる助言者に,彼 らが今後の計画に健全な決定を行ない,
その計画の実行を管理する上に必要とする,適切なすべての資料を同時に,1カ 所に集中し

うる方式を提供した。                    1.;::   1́:|.・ }::|

0 計画変更管」:]1手続きを設けることによって, このPPBSと いう方式に必要な弾力性を
持たせた.世界最大の企業であるベンタゴンは,国防省全体にわたる, しかも1年先から

将来にまたがる総合的規模の計画を, いまはじめて手にしたのである。

(ノう 加えてこの計画は,¨:其力だけではなく,兵員・装備|・ 補給・施設およびこれを賄うに必
要なドル予算をも任務計画に組入れた,現実的で信頼のおけるものである。

0 自分の思うまま|ヒなるこの管理手段を手に入れて,はじめて,国防長官は国家安全保障
法によって付与された責任,つまり国防省に対するtt決断と指令と続轄 "権を行使する立

場に立つことができた.しかも,国防機構を改めて大きく改編することなく,この努力は

達成さ.れたのである。

5 MISに 対 する期待                ・ヽ 、

MISに対して期待するものは,企業体の中の実務担当者,管理者,経営者のそれぞれによ
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って異なるであろう` また,学者やコンナルタントなどの期待は, またそれらと大変違うもの

かもしれない。

しかし,一般的にいって, われわれがMISに 一番期待するものは,それによリトップが
曖
決断と指令と統轄 "の権限をとりもどすことであるといえよう。

それにより,経営上の問題といった 高い次元での不合理な意思決定がなされなくなれば,

どれほど多額の出費が節減できることか。

訪米MIS使 節団は,帰国後,MISに 関する米国での所見と, 日本政府と国内各企業に対

する提言を行った。 .
(民間に対する提言 )       .
0)ト ップレ
=MISの

確立に自から積極的な努力を払うべきである。

(口)企業のMISはナプ・システムの開発から,それを11順次総合的に結合し発展させるべき
である.               I.

←う 生産・販売 。会計などの基幹的業務の標準化を促進し,情報環境の整備拡張を計るべき
である。

0 企業は,経営の各階層l=対す1る コン1ビ五―夕と問題解決の手法の教育を継続的に実施す
べきである。

0 中堅企業の経営者もし,コ スト低減と経営の近代化を促進するため, コンピュータの活用
を計るべきである。

01 医療・法曹・教育などの分野ではコンピュータの共同利用に関する研究を開始すべきで

ある。

(→ コンピュータをめぐる労使間の諸問題については,労使協議により民主的に解決すべき
である。

(政府に対する提言 )

0 政府および地方自治体は,有機的な行政情報処理システムを採用すべきである。
(口)ア メリカ政府のPPBSを参考にして, より合理的な政策決定と予算配分を行なうよう
努力すべきである。

|う 通信回線による情報の伝達に関する諸問題を再検討し,情報産業の発展という新しい時
代に備えるべきである.

01コ ンピュータ人口の大量養成のため,コ ンピュータ総合大学や社会人に対するコンピュ
ータ教育の機関を設Iナ るべきである。

←)国際競争力を強化するために, コンピュータ・システムの開発に財政資金を投入すべき
である。

0 政府はMISの 確立のための基本政策委員会の設置を検討し,長期的な政策の立案と推
進を計るべきである。
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これ らの提言は,MIS推 進のためにいずれも結構なものばかりでぅ実際の施策に少 しづつ

でもとり入れられることを望むものである。

しかし, もう少し具体的にいうならば,ヽ各企業体の トップは, トップとしてはさしあたりど

のようなオペレーショナルMISの 実現を望むのか,あるいはマネジェリアルMISを 望むの

か,それとも経営戦略計画MISを 指向するのか,は っきりしていただく必要がある.

そして, ミドルは,そのトップの指向される方向にシステム設計を進めるべく,決断と指令

と統轄を行なうことができるようふだんから経営システムやデータ処理システム,コ
:ノ

ミ
=二
ヶ

~シ ョンシステムに関する常識的な知識を養いそれらのシステム設計を進める上の要点を理解

しておかねばならない。

最後に, データ処理部門と実務担当部門の担当者であるが, これらは,安んじて事を託して

もらえる・よう, それぞれの:専門知識を十分に吸収しておかねばならない。  1

これらを徹底するのに,委員会方式をとるのがよいのか プロジェクト・チー ヘ制をとるの

がよいのか,あ るいは思いきってオープン °プログラムング方式をとるのがよいのかは,各企

業体の体質によって適当に選択されるようである。

| これまで, どうしてもこちらを向いていただけなかった, 相当数の:ト ップマネジメントのか

たたちが, それMISだ とぃうゎけで, この重要な問題に関心を払いだしはじめて下さったと
いうことで, この最近のMISプ ームの功績を,素直にili忍めてよいと思う。i

しかし, それも程度の問題で,あまり調子はずれの声でMIS,MISと さわぎ立てられる

1■ 本来ら だれの心の中l■もある,こ れを機会に現代の経営に挑戦してやろうという意欲が,
かえってそがれてしまうのではないかと,それだけがちょっと心配である.
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